
 

 

平成 25 年２月 28 日 

各   位 

会社名 株式会社ソフィアホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 吉永 正紀 
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当社連結子会社間における事業譲渡に関するお知らせ 

 

 

当社の連結子会社であるソフィア総合研究所株式会社（以下、「ソフィア総研」といいます。）及び

株式会社ソフィアモバイル（以下、「ソフィアモバイル」といいます。）は、本日開催の取締役会におき

まして、ソフィアモバイルからソフィア総研に対し、事業の一部を譲渡することを決議するとともに、

本日付けにて事業譲渡契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 事業譲渡の理由 

 当社は、平成 24 年 11 月 22 日付「当社連結子会社による株式の取得（孫会社化）に関するお知らせ」

で公表いたしましたとおり、グループ内組織再編を通じて、「インターネット関連事業」と「EC サイト

関連事業」を二つの戦略的コア事業と位置付けております。 

この度、その戦略的コア事業の一つの柱でもあります「インターネット関連事業」を行うソフィア総

研に SIM 関連事業を譲渡することにより、従来、ソフィア総研及びソフィアモバイルにおいてそれぞれ

行っておりました SIM 関連事業における開発・運営機能を集約化し、管理の一元化と経営資源の再配置

によりシナジーを一層高め、業容の拡大や事業競争力、収益力の強化を図り、持続的成長の実現とグル

ープ総合力の強化を図るものであります。 

 

２．ソフィア総合研究所株式会社の概要 

（１） 商 号 ソフィア総合研究所株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区新宿六丁目 24-20 Welship 東新宿２階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役所長 杉本 太 

（４） 事 業 内 容 

IT 関連システム開発及び運営支援、業務コンサルティング、デー

タセンターの運用・保守等 

（５） 資 本 金 の 額 49,900,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 16 年 12 月 16 日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（平成25年２月 28日現在） 

株式会社ソフィアホールディングス  100％ 

（８） 

上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社が同社株式の 100％を保有しております。 

人 的 関 係 当社から取締役１名を派遣しております。 

取 引 関 係 

当社は、同社から業務を受託するとともに同社に

対し、経営指導を行っております。 

 



３．株式会社ソフィアモバイルの概要 

（１） 商 号 株式会社ソフィアモバイル 

（２） 所 在 地 東京都新宿区三丁目９番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山田 淳 

（４） 事 業 内 容 

スマートフォン端末を使用する IP 携帯電話サービス及びデジタ

ルサイネージ端末の販売・レンタル等 

（５） 資 本 金 の 額 149,950,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 19 年２月 28 日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（平成25年２月 28日現在） 

ソフィア総合研究所株式会社  100％ 

（８） 

上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社の 100％子会社であるソフィア総合研究所株

式会社が同社株式の 100％を保有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社は、同社から業務を受託するとともに同社に

対し、経営指導を行っております。 

 

４．事業譲渡の概要 

(１)事業の内容 

スマートフォン端末を使用する IP 携帯電話サービス、スマートフォン用 IP 電話アプリ及び SIM

カードの販売等 

 

(２)譲渡する事業の経営成績 

 SIM 関連事業 

平成 24 年３月期（ａ） 

平成 24 年３月期 

連結実績（ｂ） 

比率（ａ/ｂ） 

売 上 高 135 百万円 1,777 百万円 7.6％ 

 

 (３)譲渡する資産、負債の項目及び金額 

譲渡する資産、負債の主な内訳は、事業譲渡日における棚卸資産、及び当該事業の円滑な承継の

ために必要となる固定資産等であり、別途両社間で合意する資産、負債を譲渡する予定です。なお、

譲渡価額は事業譲渡前日の資産、負債の時価を基準とし当事者間で協議のうえ決定いたします。 

 

５．事業譲渡の日程 

(１)取 締 役 会 決 議 日：平成 25 年２月 28 日 

 (２)事業譲渡契約書締結日：平成 25 年２月 28 日 

 (３)事 業 譲 渡 日：平成 25 年３月１日 

 

６．当社業績に与える影響 

  本件は、当社の 100％連結子会社間における事業譲渡であるため、平成 25年３月期の連結業績に与

える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 

 

 


